
マネジメントに関する基礎・専門的知識、経営課題解決能力が一定水準に達していることを全国レベルで資格認

定する検定試験です。Ⅲ級、Ⅱ級、Ⅰ級のグレード構成と新設「マスター」資格の構成となっています。 

＊2023 年度より、検定試験の名称ならびに試験制度を下記の通り改正します。  

 

試験制度の主な変更点 

 

 現行制度 全面改定後（2023年度・予定） 

名称 経営学検定（マネジメント検定） マネジメント検定 

試験概要 

グレード：初級 

試験方法：CBT 択一式 90 分 50 問 

受 験 料：4,950 円（税込） 

グレード：Ⅲ級【経営学の基本】 

試験方法：CBT 択一式 60 分 50 問 

受 験 料：6,600 円（税込） 

グレード：中級（第１分野、第２分野） 

試験方法：CBT 択一式 各 90 分 50 問 

受 験 料：各分野 4,950 円（税込） 

グレード：Ⅱ級【ビジネス実践】 

試験方法：CBT 択一式 120 分 100 問 

受 験 料：11,000 円（税込） 

グレード：上級１次 

試験方法：CBT 記述式 120 分 2 問 

受 験 料：8,800 円（税込） 
グレード：Ⅰ級【ビジネス課題解決】 

グレード：マスター【マネジメント・マスター】 

＊試験方法、受験料ともに未定 
グレード：上級２次 

試験方法：レポート提出、プレゼンなど 

受 験 料：28,600 円（税込） 

 

 

旧制度（経営学検定）に基づく中級分野別合格者と上級１次合格者の救済措置について 

 

（中級分野別受験について） 

2022 年度に中級第１分野または第２分野のいずれかを合格された方は、その後 1 年間もう一方の分野試験を

合格することで、旧制度の基づく中級合格をすることが出来ます。2023年度中は新制度に基づく試験と並行し、

中級試験のみ実施いたします。（初級試験は実施いたしません）受験料は各分野 6,600円です。 

 

 

（上級試験について） 

上級 1 次試験については、2023 年度以降は実施いたしません。2020 年度から 2022 年度に上級 1 次試験

を合格された方を対象に 2023 年度に 2次試験実施いたします。 

詳細につきましては追ってHP 等でご案内させていただきます。 

 

２０２３年度マネジメント検定 公開試験予定（実施日は改めて HP 等でお知らせいたします） 

（上期）Ⅲ級 / Ⅱ級 

２０２３年６月中旬～７月下旬 
＊CBT 方式で期間中いつでも受験いただけます。 

 

（下期）Ⅲ級 / Ⅱ級 

２０２３年 11 月初旬～12 月中旬 
＊CBT 方式で期間中いつでも受験いただけます。 

 

経営学検定はマネジメント検定に変わります 

 



 

 

 

公式テキスト 

公式テキストは、マネジメント検定試験のⅢ級・Ⅱ級の出題範囲に対応しています。マネジメントに関する学

問的体系と経営実践的観点の両方を重視し、マネジメントを理論的知識と、企業経営上重要な課題がバランス

よく学習できるように構成しています。Ⅲ級は 1月下旬から、Ⅱ級は 2 月下旬より全国の書店または本会 EC

サイト（http://noma-ec.jp）で販売いたします。（中央経済社発刊）。 

 

 

 

その他 

新制度に基づくⅠ級、マスターの詳細につきましては、適宜 HP 等でお知らせいたします。 

 

 

日本経営協会 検定事務局 

 

 

「経営学の基本」 マネジメント検定 Ⅲ級公式テキスト   

価格：2,860 円（税込み）  

「経営学の基本」概要 

企業論（企業の役割、企業統治、日本型企業システム）、経営戦略論（全社戦略、成長戦略、事業戦略、経営資

源分配）、機能別戦略（マーケティング戦略、研究開発戦略、財務戦略）、人的資源管理論（人と組織のマネジ

メント）、組織構造論（経営組織の形態）、経営管理論（人間関係論、リーダーシップ理論、組織文化論）など 

 

 

 

 

「マネジメント実践①②」 マネジメント検定 Ⅲ級公式テキスト   

価格：①3,520 円（税込み） ② 調整中  

「マネジメント実践①」概要 

マネジメントと HRM（リーダーシップ、経営戦略、機能別戦略、マネジメント理論、

組織のマネジメント、人事制度と能力開発、労務管理と労使関係、人と組織に関する

マネジメント理論）など 

「マネジメント実践②」概要 

マーケティングと会計・ファイナンス（標的市場の選定、製品政策、価格政策、チャ

ネル政策、プロモーション政策、マネジメントと会計、決算書類と企業経営、経営財

務分析、企業価値、損益分岐点計算）など 

 


